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３．匿名加工情報、非識別加工情報の取扱い 

 

１．現状 

 個人情報保護法が改正され、新たに「匿名加工情報」が、行政機関個人情報保護法及び独立

行政法人等個人情報保護法が改正され、新たに「非識別加工情報」が定義された。 

 

 匿名加工情報及び非識別加工情報（以下「匿名加工情報等」という。）は、個人情報を特定

の個人を識別することができないように加工し、かつ、当該個人情報を復元することができ

ないようにしたものである。 

 

 匿名加工情報等は、個人情報保護委員会規則に基づく匿名加工基準に従い加工することや個

情法が適用される民間事業者において識別行為を禁止するなど一定の規律を求めることに

より、民間事業者におけるパーソナルデータの利活用を促進するものである。 

 

２．論点 

 医学系研究等においても、匿名加工情報等を用いることが想定されるため、医学系指針等に

おいて匿名加工情報等を用いる場合の手続を規定する必要がある。 

 

３．見直しの方向性（案） 

①指針の適用範囲について 

 現行の医学系指針においては、既に連結不可能匿名化された情報のみを用いる研究は、指針

の適用対象外としている。匿名加工情報等については、各法律でその取扱いが定められてお

り、特定の個人を識別することができない情報となっている。このため、既に作成された匿

名加工情報等のみを用いる研究は、医学系指針の適用範囲から除外してはどうか。 

  

 ①により指針の適用範囲から除外されない研究については、以下のとおりとしてはどうか。 

②インフォームド・コンセントについて 

 自らの研究機関において保有している既存情報（個人情報）を用いて匿名加工情報等を作

成し、研究を実施しようとする場合 

インフォームド・コンセント（以下、「ＩＣ」という。）の手続が困難な場合については、

ＩＣの手続を行うことなく、既存情報から匿名加工情報等を作成し、利用することができ

ることとしてはどうか。 

 

 他の研究機関に匿名加工情報等を提供しようとする場合 

自らの研究機関において保有している既存情報（個人情報）から匿名加工情報等を作成

し、当該匿名加工情報等を他の機関へ提供しようとする場合であって、ＩＣの手続が困難

な場合については、ＩＣの手続を行うことなく当該匿名加工情報等を提供できることとし

てはどうか。 

 

 他の研究機関から匿名加工情報等の提供を受けて研究を実施しようとする場合 

現行指針において、既存試料・情報の提供を受けて研究を実施する場合は、既存試料・

情報の提供を行う者によって行われたＩＣ等の手続及び同意の内容等を確認しなければな

らないこととなっているが、提供を受けようとする情報が匿名加工情報等である場合は、
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当該確認は必要ないこととしてはどうか。 

 

※ 個人情報保護法適用機関においては、個人情報保護法に規定する義務の遵守が求められる。

また、行政機関・独法等においては、所掌事務の範囲内で、利用・提供することが可能であ

り、行政機関個人情報保護法・独法等個人情報保護法に規定する義務の遵守が求められる。 

 

③個人情報保護法第４章の適用が除外される場合の扱い 

 個人情報保護法第４章（個人情報取扱事業者等の義務）の適用が除外される場合（私立大学・

学会等の学術研究機関が学術研究を行う場合）は、匿名加工情報の取扱いについての規制が

ないため、既に作成された匿名加工情報等を、個人情報保護法第４章の適用が除外される機

関において用いる場合、指針で上乗せの規制（個人情報保護法で求める匿名加工情報の取扱

いに係る措置）を求めてはどうか。 

 

（参考）匿名加工情報等の取扱いに係る法律の規定の有無等 

情報の提供を受ける者 法律の規定の有無 

民間事業者（個情法適用） あり 

私立大学・学会等の学術研究機関やそれらに

属する者（個情法適用除外） 

なし 

国・独法等（行個法・独個法適用） 個人情報に該当する場合は、個人情報とし

て取扱う 
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